
（適格請求書の記載事項に係る電磁的記録の保存方法） 

【答】 

売手である適格請求書発行事業者から適格請求書に代えて、適格請求書に係る電磁的記録に

よる提供を受けた場合、仕入税額控除の適用を受けるためには、その電磁的記録を保存する必

要があります。その際、提供を受けた電磁的記録をそのまま保存しようとするときには、電帳

法に準じた方法により保存することとされています（消令 50①、消規 15の５）。 

この点、電帳法においては、ＥＣサイト（インターネット上に開設された商品などを販売す

るウェブサイトをいいます。）で物品を購入したとき、ＥＣサイト上の購入者の購入情報を管理

するページ内において、領収書等データをダウンロードすることができる場合に、当該ＥＣサ

イト上でその領収書等データの確認が随時可能な状態である場合には、必ずしもその領収書等

データをダウンロードして保存していなくても差し支えないこととされています。 

こうした取扱いは、当該ＥＣサイト提供事業者が、物品の購入者において満たすべき真実性

の確保及び検索機能の確保の要件を満たしている場合に認められるものであり、また、当該領

収書等データは各税法に定められた保存期間が満了するまで確認が随時可能である必要があり

ます（その他、本取扱いに関する詳細については、国税庁ホームページに掲載されている「電

子帳簿保存法一問一答」を参考としてください。）。 

これは、適格請求書に係る電磁的記録の保存においても同様であり、ご質問のように取引先

が指定したホームページ上の「マイページ」等にログインすることで、上記要件を満たした形

で適格請求書に係る電磁的記録の確認が随時可能な状態である場合には、必ずしも当該電磁的

記録をダウンロードせずとも、その保存があるものとして、仕入税額控除の適用を受けること

として差し支えありません。 

（参考） 電帳法において、例えば次のような事業者については、検索機能の確保の要件が不

要とされています。 

⑴ 税務職員による質問検査権に基づく電磁的記録の提示等の求めに応じることがで

きるようにしている場合における 

① 判定期間に係る基準期間における売上高が 5,000万円以下の事業者 

② 電磁的記録を出力した書面を取引年月日その他の日付及び取引先ごとに整理さ

れたものを提示・提出できるようにしている事業者 

⑵ 税務署長が相当の理由があると認め、かつ、保存義務者が税務調査等の際に、税

務職員からの求めに応じ、その電磁的記録及び出力書面の提示等をすることができ

る場合には、その保存時に満たすべき要件にかかわらず電磁的記録の保存が可能と

なる措置（猶予措置）の対象となる事業者 

（注） 令和５年 12月 31日までにやり取りした電磁的記録の場合は、基準期間の売上

高が 1,000万円以下であり、税務職員による質問検査権に基づく電磁的記録の提

問 102－２ 継続的な役務提供に係る課税仕入れについて、仕入先からは書面での適格請求書は

交付されず、取引先が指定したホームページ上の「マイページ」等にログインし、契約ごと

に電磁的記録をダウンロードすることとなっています。当社が仕入税額控除を行うには、こ

れらの電磁的記録を毎月ダウンロードして保存する必要があるのでしょうか。なお、この電

磁的記録は、７年間いつでもダウンロードして確認することが可能な状態になっています。
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示等の求めに応じることができるようにしている場合に限り、検索要件の確保が

不要となります。 

そのため、こうした事業者にあっては、取引先のホームページにおいて、検索機能の

確保がなされていなかったとしても、適格請求書に係る電磁的記録の確認が随時可能な

状態であれば、仕入税額控除の適用を受けることとして差し支えありません。 

なお、上記⑴②、⑵における電磁的記録を出力した書面としては、必ずしも適格請求

書そのものに係る電磁的記録でなくてもよく、当該取引に係る金額や取引年月日等の情

報が判別できる資料でも差し支えありません。 

 


